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４．議事概要　
４－１．自己紹介およびタスクフォースリーダー選出
・2014年度第１回会議に際し、出席者の自己紹介および名簿（国際連携2014-1-02）の確認を行った。

・本年度当タスクフォースリーダーの選出を行い、住友化学株式会社河野祐一氏が、全出席者の賛成を得て前年度に続き再任された。

・今回会議の議事進行は河野TFリーダーより事務局に託された。　

４－２．2014年度活動計画およびスケジュール
・2014年度当TF活動計画に関し､資料（国際連携2014-1-03）により事務局が説明を行った。
・SIPS総会承認の当TF活動方針および下記の活動５項目に関し、資料のスライド２により事項別説明がなされた。
(1) 企業のグローバルサプライチェーンIT基盤調査
(2) グローバルネットワークの相互運用性検討

(3) 国連CEFACTにおける標準化とその普及に貢献
(4) アジアにおけるグローバルサプライチェーン可能性調査
(5) ビジネスインフラ成果のアジア展開推進
・上記(1)に関しスライド３に、今年度初めて取組む国際物流の情報基盤等について９月３日に開催するラウンドテーブルを前に考えたものをまとめている。
・通関に関する検討の可能性について、鍵となる下記３事項の検討を挙げた。
◉通関データの活用　
◉グローバル民間物流データ交換基盤　
◉アジアカーゴハイウェイ構想への提言　
・これらの調査対象項目に関しては、具体的には上記ラウンドテーブルにおいて議論頂き、最終的に今年度何を調査しまとめて行くかを決める予定である。
・資料のスライド４「当TFスケジュール」に関し、国際会議への事務局の参加と活動、国際物流の課題検討に関する活動（含.ラウンドテーブル）、メッセージング基盤／サービス関連事項の検討活動（予定案）、海外視察活動、の各概略説明がなされた。本日会議の各当該議事において、それぞれの報告および検討等を行う。
４－３．国際物流ラウンドテーブル開催について　
・国際物流ラウンドテーブル開催に関し、資料（国際連携2014-1-04）により事務局が説明を行った。

・SIPS内外の関係者にヒアリングを行った結果等から、資料のスライド２「2014年度ラウンドテーブル企画」を作成した。
・「グローバルサプライチェーンのための国際物流IT戦略」をテーマに下記３視点を、同企画の要領とスライド３のプログラム案でラウンドテーブルにおいて議論する予定。
　　◉ユーザー企業の国際物流ニーズ

　　◉ロジスティックス企業のグローバルIT戦略

　　◉貿易手続IT連携プラットフォーム

・この３番目の貿易手続IT連携プラットフォームは、NACCS関連である。次期NACCSの仕様が2015年３月に固まる。シングルウィンドウの諸ニーズがあるが、仕様の最終段階でユーザーニーズに配慮を図る。これまでもユーザー用のサービス機能をシステム更改時に付加えたが、あまり使われていないことに関するNACCS側の懸念もある。
・ヒアリングは、残る大阪の１社について明日訪問して参加を依頼する。スライド４のアンケートを配布し、回収して８月にまとめ、９月３日にラウンドテーブルを開催する。
・当日は、上記３視点による各現状認識(発表とQ＆A)➔ 自由討議(アンケート総括とフリーディスカッション)➔ 提言取りまとめ(国際連携TFのテーマへ)を予定する。
・自由討議ではアンケート結果を中心に意見交換等を行うが、ITベンダーにはグローバル物流に関するサービス展開を考えている所もあり、そのプレゼンテーションも含む。
・参加者には、ユーザー企業、物流企業、ITベンダー、貿易手続関連組織からの出席を予定。
・アンケートの質問は、｢日本／アジアのグローバル・ロジスティックスについて｣２問、｢輸出入手続について｣１問、｢グローバル・ロジスティックスを支えるIT基盤について｣回答企業の業種別選択による１問、の構成である。今回は、グローバル・ロジスティックスについて、どちらかと言うとアジアを中心に考える方向であり、スライド３「プログラム案」の課題認識(発表と質疑)においても、NACCSに｢アジアにおける貿易手続ITプラットフォーム｣という演題で発表を依頼している。
・参考資料「【CEDI紹介】化学企業におけるGSCMのIT化の現状と課題」（国際連携2014-1-参考）に関し、ラウンドテーブルにおいて同種別様の発表が予定されている旨を事務局が紹介し、リーダーが概要説明を行った。　
・石油化学工業協会情報通信委員会内のCEDI小委員会が、石化協のEDI普及を図っている。同小委員会参加28社程が、グローバル化への対応を話し合い、未着手だったグローバルサプライチェーンのIT化に関し調査研究等を行っている。
・2012年度(各社の実態調査とグローバル先進企業の先進事例調査)および2013年度(中国現地法人向け輸出業務の現状調査ならびに荷主企業から見たグローバルサプライチェーンの情報連携の実態とITソリューション／先進事例の調査)の活動の結果、以下が明らかになった。：
◉グローバルサプライチェーンの情報連携が出来ていない。（日本からの積送後は自社の品物がどこにセットされているかが判らない。）　
◉その原因は、情報を集めていないことにあり、特にグローバル取引の場合は、情報の分断が問題である。
・対応策として取敢えずは、下記を行うとの結論に至った。：
◉国際物流の中身が分らないため、国際物流の見える化を行い、　
◉グローバルサプライチェーンのそれぞれの所で正確な情報が集まって来たら、製造業の本来の目的である、生販在の最適化に向けた取組を始める。
・上記の調査と結果からCEDI小委員会が示した国際物流の情報に関するニーズと、今年度SIPSで開催するラウンドテーブルのテーマおよび当TFの活動事項は合致している。
・CEDI小委員会2012・2013年度の活動結果による資料第1～6章の主要点に関し、概略を説明（除．標題の末尾に「スキップ」と表示のスライド等）。2014年度の同小委員会活動計画で「グローバルサプライチェーンの見える化に必要な企業間情報連携のIT化検討」を行う。
・同説明に関し、以下の質疑応答があった。：　
　－スライド26に「グローバル化先進企業はフォワーダやeHub等が提案するITサービスを活用」とあり、スライド37・38に「国際物流領域のIT化の望まれる姿」が中央部のクラウドとともに示されている。先進企業が出来ていて、日本企業が同様のものを新たに作らねばならないという説明だったと思うが、なぜ先進企業と同じようにしないのか。
　－在庫情報をSAPの基幹システムの中に取込んでいないと需給の最適化が出来ない。そこまで一足飛びにやるのは難しい。品名コードでも日本と中国の現地法人では、揃ったものになっていない。コードの統一化を進める一方で（それを待っていられないので）、eHub等サービスを取敢えず買って見える化をして行こうというものである。コードが統一出来れば、SAPの基幹システムの中に取込んで行きたい。
  －素材メーカーの場合は、大体横並びで売上げの0.5％位がITの費用である。化学業界は少ない。薬品であると1％である。欧米の企業と比べても少ない。国内のIT化と海外のIT化の比率は９対１位である。海外のIT化投資を増やして行き、0.5％位が0.8とか1.0に上がって行くのではないかと見通している。国内を減らせるのではないかという話もあるが、事業が小さくなっても、システムの規模は同じである。
４－４．　国際ネットワーク相互運用性について
・国際ネットワーク相互運用性について、資料（国際連携2014-1-05）により、2012～2013年度メッセージング基盤タスクフォースのリーダーが概要説明を行った。　
・2012～2013年度活動を行ったメッセージング基盤TFは今年度無くなり、その一部の機能を継承して、国際連携TFの中で活動を進める。
・経緯と方向性および進め方に関し、以下が説明された。：
　　◉2012～2013年度のメッセージング基盤TF活動の成果ならびに今後の方向性
　　◉国際連携TF内での進め方 － 基本方針および検討項目 
・2012～2013年度の活動成果に基づきガイドラインを今年度作成する予定であったが、共通のガイドラインの必要性に疑問があり取敢えず一旦置いておこうということになった。
・今後の方向性は、具体的な実施要件が見えて来た段階で、実態に即したガイドラインの構成を見直し、執筆を再開するということにさせて頂く。
・今回、国際連携TFの中に引継がせて貰った部分は、具体的案件に拘わらず、メッセージング基盤構築に必要とされる要件に関する検討を継続しようということにした。
・検討項目は下記である。：
　　　a．国際メッセージングサービスの推奨パラメータ検討

b．マッピングツール調査

c．パブリッククラウドの相互運用性調査
・同説明に関し、以下の意見交換および協議があった。：
  ― b．に関して、国際／業界横断EDI仕様には、種々の領域メッセージ辞書が出て来る。異なる領域メッセージを取込む時にどうするかが一つのトリガーであるので、マッピングツールで扱って欲しいと考える。現在のツールは、アプリケーションにメッセージの情報をマッピングするのが基本である。領域メッセージが沢山あって、使う情報項目は辞書にあり、そのドメインメッセージのメタ情報はレジストリにある。その全体のフレームの中で、マッピングツールのロジックを組立てる。標準的なマッピングの手順設定に関して、最初はマッピングのための情報をどう集めるかであろう。ワールドワイドになると、相手のユーザーの情報のスペックを貰うという話ではない。
  ―手作業でなく、ライブラリベースで出来るようなフレームワークを業界横断仕様で作っている。メッセージライブラリはドメイン毎にあり、ドメインは増える。国際的に増える。
  ―世間一般で言っているマッピングツールには、参照場所を指定すれば、そこから引っ張れる項目を持って来てマッピング内にはめる、という機能は大体ある。　　　　
  ―その辺を解説して貰えるような図を作成して欲しい。

  ―それは個々のツールでどういう方法でするという定義の仕方になる。
  ―AFACTであると、日本のレジストリに、全日本電設資材卸業協同組合連合会ドメインのメッセージがあり、例えばねじ業界の企業が使いたいという時、マッピングツールを使うには、現在は手作業で定義するが、フレームワークの中でその情報をうまく使いこなしてツールに結び付ける。ツールとして提供出来るのはこういうものであるというように出来ると良い。
  ―メッセージ定義があって、それに対する情報定義が別の所にあり、かつメッセージが持つコード表はドメイン辞書にあるという構造の元で、どうすればツールに結び付けられるのかという図があると、ユーザーが理解出来る。
  ― c．のサービスの相互運用性、クラウドに関してはAFACTでも類似のことを検討している。バーチャリゼーションの標準が種々あるが、実際にどう使うかのガイドが無い。それをAFACTで作ろうとしているので、出来ればそことも同調し可能であればAFACT会議に出席されたい。
  ― a．は、ASP同士の接続のパラメータで、c．はASP自身がそれぞれクラウドに入っている場合ということか。　
  ―最初はそうであった。現在は、ASPは各々独立したネットワークがあり別々に動いている。クラウドの雲が複数ある。
  ―そこまで行った時に、ユーザーはアプリケーションをどのように持てば良いか、異なるクラウド上にあるアプリケーションを繋ぐ時には何に配慮すれば良いか等が、将来出て来る課題のようである。それをどのように調査するか位から今年度始めようと考えている。
  ―クラウドの技術は確立されているが、使い方に作法がある。現在はプライベートクラウドとパブリッククラウドは離れているため、何らかの通信プロトコルを作り、行き来が出来るようにしないといけない。それがこのa．になる。クラウド内にいくつものサービスがあって、そのクラウドの機能として使えるようにする規格がある。どういう作法によればユーザーがシームレスに、業務を一つに見えるように出来るか、理想のクラウドに出来るかが課題である。
  ―AFACTで行おうとしているのはクラウド同士のことではなく、クラウドの中の話についてである。クラウドの個々のサービス間の相互運用性か、クラウド間の相互運用性かは、別個の話である。
  ―現在はパブリッククラウドでアプリケーションサービスを提供するようなベンダーは多くない。殆どがパブリッククラウドを自社ネットワークとして自社で使っている。例えば小島プレス工業㈱等もそうである。
  ―流通業界の集まりでの話だが、流通BMSサービスがSIやITベンダー等を介して業務を行っている。パブリッククラウドのレベルであると、安い料金で、しかも自分で組立てられるという話が出た。自分の所でサーバーを置き業務を運用すると、サーバーの購入、OSの購入、メンテナンスの費用、と高くなり、ASPでやる方がずっと安くなるということになっているが、更にAWS（アマゾンのクラウド）にアプリケーションを全部送り込んでしまい、そこで使うと、安くなるという話が出て来ていた。
  ―これらの検討スケジュールはどのような見通しになるのであろうか。
  ―次回には、これらの活動項目を提示する。
  ―パブリッククラウドを使った、メッセージ連携サービスのイメージのようなものを一つ作っておくと、話がし易いのではないか。
  ―先程の、グローバルサプライチェーンで物流コストの見える化をしようとする時に、物を置くのは外国であるので、そのサービスを買うについては、日本のサービスは買わないのではないか。例えば現在、輸入業者の情報化サービスを懸命に作ろうとし、ITベンダーも同じようなものを作ろうとしているが、無駄ではないか。早くこうしたクラウドのサービスに集約して欲しいと思う。
  ―今の所は、ITベンダーには自分の作った資産があるので、そこにこだわっているかもしれない。全部クラウドにあげて皆で一緒に使いましょうとは、なかなかならないであろう。
  ―そこが、使うユーザーとITベンダーとの考え方の差であろう。
  ―AFACTのクラウドコンピューティングWGでは、バーチャルアプリケーションとの相互運用性のためのフォーマットとメカニズムを作ろうとしている。
  ―標準は多くある。どう標準を使って行くのかというガイドが無いので困っている。クラウドになかなか入り込めない、ITベンダーが真面目に取組んでくれない、ということをAFACTのクラウドコンピューティングWGで議論している。
  ―調査するのはITベンダーになるので、皆忙しいため活動にどれだけ参加して頂けるか判らないが。
４－５．　国際会議報告
４－５－１.　第23回国連CEFACTフォーラム報告

・第23回国連CEFACTフォーラム会議に関し、資料（国際連携 2014-1-06）により事務局が主要点について報告を行った。　
・同会議報告はSIPSのウェブサイトに掲載した。４月７日～11日にジュネーブで開催された同フォーラム会議には140名余の参加者があり、日本から6名が参加。
・同フォーラム会議において下記の２つのプロジェクトが発足した（資料２～３ページ）。：
1. ライブラリレビュープロジェクト＝ 国連CEFACTの各種ライブラリの在り方と登録・保守手順の見直しのため、①課題（当面5事項）解決に向けた作業改善提案と②あるべき姿にするための長期的方針と戦略とをテーマにプロジェクトを進めることとし、②に関する提案の提出を参加メンバーは９月までに求められている。
2. コンフォーマンスおよび相互運用性プロジェクト＝ 国連CEFACT標準準拠のソリューション間の相互運用性を高めるためにコンフォーマンスconformanceの条件等を明確化し(下記)提案しようと、同フォーラム後プロジェクトメンバーが隔週毎に電話会議を行い、10月末の第24回フォーラムでプロジェクトの完了を目指す。
∘仕様の必須項目を100％カバーし少しも逸脱していないものをfully in conformanceと言う。

∘仕様の全てを満たし、更に追加の仕様があるものをconformanceと言う。

∘仕様の必須項目のうち一部だけを必要に応じて使い、余計なものは使っていないものはin complianceと呼ぼうとしている。例えばSIPS内の仕様でCCLに準拠し使用しているのはin complianceになり、一部足りないため追加しているものについては今後提案してin complianceにする。

∘in consistenceは、仕様の必須項目のうち一部を使い共通点があるが他の部分は勝手なものを使用していることを言う。
・上記の定義を含め、コンフォーマンスに関するガイドラインのドラフトを、第24回フォーラムまでにまとめ議論することになる。

・MoU（EDIやデータ標準に関わる国際標準化組織の活動の重複や矛盾を避ける協議ための国連CEFACT･ISO･IEC･OASIS間の覚書Memorandum of Understanding）管理グループ内に、セマンティック相互運用性を扱うグループが設けられた（資料３～４ページ）。ISO/TC154の議長がリーダーになり、意味的情報を共通化して行く検討を現在行っている。
・日本、中国、韓国、タイ等、各国のシングルウィンドウは、WTO－WCOのデータモデルに準拠して（in consistence）作られているがそれぞれ異なる所がある。国別に法規がありメッセージもプロセスも異なるが、使うデータが共通であればマッピングツールにより互いに使える。セマンティックに相互運用可能な考え方・方法として、SIPSのやり方が参考にされている。　
・勧告第36号 “Single Window Interoperabilityシングルウィンドウの相互運用性”草案作成作業の中で、セマンティックWGが「AFACTのアプローチ － セマンティックアクティビティーズ」（SIPS事務局長提示の2013年度ビジネスインフラガイドブックホワイトペーパー）を紹介している。
・メッセージはドメイン毎、国毎に自由に作り、データは共通にすることで、相互運用性を実現できる。ただし、テンプレートが無いとマッピングが大変になる。テンプレートと共通データにより、マッピングはツールで行える。
・同フォーラムのサプライチェーンPDAでは、POファイナンス要請プロジェクトが開始されBRS／RSMの策定と下記のPOファイナンス用３メッセージの設計が、EUの途上国輸入促進センターから提案され、イタリア、スウェーデン、ドイツの賛同を得た（資料４ページ）。：
　　・PO Financing Request
・PO Financing Request Technical Report
・PO Financing Request Business Status Report
・EUでは、欧州コミッシヨンECの方針により公共調達に関し下記の指令を発令している（資料5ページ）。：　
・電子公共調達指令

2018年までに電子化を必須とする。
・電子インボイス指令
2020年までに公共部門（行政部門とエネルギー等のユーティリティ部門）は電子インボイス（EU標準=CENが既存標準に基づき3年以内に準備）を受用化する。
・こうした中でフランスとドイツが、PDFを使った、XML埋込み（タイで行っているのと同様）の簡易電子インボイスを中小企業用に進めようとしている（資料6～８ページ）。　
４－５－２. 　AFACT中間会議報告
・AFACT中間会議に関し、資料（国際連携 2014-1-07）により事務局が報告を行った。　
・5月29日・30日に開催された同会議には、日本（3名）、韓国、台北、タイ、イラン、ベトナム、インドから30名が参加。
・AFACTの技術手法委員会TMCとコミュニティ支援委員会の合同会議において、下記に関し紹介および審議等を行った（資料2～4ページ）。
(1) 国連CEFACT技術動向－ 上述第23回国連CEFACTフォーラムの概要説明
(2) アジア地域CCL利用促進－ SIPS2014年度活動計画紹介､CCL各国版化と課題
　　(3) SOA（Service Oriented Architecture）相互運用フレームワーク－ 韓国が作成したSOAサービスガイドラインのAFACTサイトへの掲出要請および新プロジェクトの待機
(4) クラウドコンピューティングに関わる新プロジェクト－ クラウドコンピューティングに関する活動についての台北提案を検討しTMC下のWG設置を運営委員会に提案
(5) PDF/XMLによる電子インボイスの普及について－ EUの電子インボイスおよびタイのPDF/XMLの標準化と、CII（Cross Industry Invoice）の導入の紹介
４－６．海外視察調査団について

・2014年度の海外視察調査団に関し、資料（国際連携 2014-1-08）により事務局が説明を行った。
・今年度の海外視察調査団について、６・7月に行った会員へのヒアリングで調査対象地としてベトナムをという意見がいくつかあった。調査期間は現在の状況から年内の12月が適切そうである。

・調査団は、現時点で資料のスライド２のメンバーが見込まれており、参加者を更に募集する。　
・調査で何をどこに聞きに行くかに関し、ベトナム政府の外郭団体等にコンタクトポイントがあるのでAFACT会議の際にそこから聞いて来る。民間企業もいくつかあたることが可能である。どういうことを聞きたいか等について是非意見をお願いしたい。
・2013年度には、資料のスライド3～6の通りタイおよびインドネシアの、それぞれの国情とバンコクおよびジャカルタでのビジネス環境に関する調査を行った。
・例えば、ベトナムで何かビジネスを計画したい、売込みたい、あるいは顧客がベトナムに行ってしまうので、そのサポートをして欲しい等、具体的なものがあると、調査項目が色々と具体的になる。
・調査では、（日本と異なる）取引慣行は大丈夫なのか― 請求書とか、金を回収出来るか等 ―というような場合と、IT化のニーズと課題― レベル合せ､EDIの現状と導入可能性、IT化支援基盤（ネットワークサービスの程度）、電力、固定線と無線の状況等 ―について、聞取りを行う。
・以上のような点に関し、当席上で意見等があればお願いする。アポ取り等に時間を要するので８月中に方向を決めないといけないため、アンケートを回付して聞くことにしたい。調査地も、ホーチミンかハノイも含むかにより、予約の準備も違ってくる。調査期間は12月で良いのか、どこを調査したいか― 例．工業団地､特定の企業､業界、政府機関等 ―、知りたいと思う調査項目は何か等についてのアンケートを、SIPSのTFに登録されている各位に事務局から回付し1週間位で回答をお願いする。　
・調査の目的は、実際の運用に向け何かをインプリメントするための詳細をしっかり知りたい場合や、現地進出においてどういうビジネス展開をするか戦略的に調査したい、または若手教育を含め現地に馴染ませたいといったこと等がある。
４－７．今後の予定
・議事２.の資料03スライド２～４「当TF 2014年度活動計画」の活動５項目の内容別スケジュール等を勘案し、下記の次回会議日程を合意した。
（同スライド４の通り９月にバンコクで開催されるAPTFF会議に事務局が出席の際には、タイ政府の外郭団体ETDAを訪問しヒアリングを予定する。）
・第２回TF会議
１０月１５日（水）　14:00～17:00　
　
配布資料 一覧：　
国際連携2014-1-01　SIPS第1回国際連携TF議事次第

国際連携2014-1-02　国際連携TF委員名簿
国際連携2014-1-03　2014年度活動計画およびスケジュール
国際連携2014-1-04　国際物流ラウンドテーブル計画
国際連携2014-1-05　国際ネットワーク相互運用性について
国際連携2014-1-06　国連CEFACTフォーラム（ジュネーブ）報告
国際連携2014-1-07　AFACT中間会議（チェンマイ）報告
国際連携2014-1-08  海外視察調査団について

国際連携2014-1-参考 （別綴）
【CEDI紹介】化学企業におけるGSCMのIT化の現状と課題
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